予算要求資料
平成27年度9月補正予算　　　支出科目　款：教育費　項：特別支援教育　目：学校建設　　　
	事業名　 岐阜高等特別支援学校（仮称）施設整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

教育委員会　特別支援教育課　特別支援学校整備係　電話番号：058-272-1111（内3557）

　　　　　　　E-mail：c17783@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　  補正要求額　48,299千円（現計予算額：291,676千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計予算額
	291,676
	33,810
	0
	0
	0
	0
	0
	183,600
	74,266

	補　正要求額
	48,299
	945
	0
	0
	0
	0
	0
	32,200
	15,154

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・軽度知的障がいの生徒が、県内各圏域において増加しており、中・重度知的障がいのある生徒と軽度知的障がいのある生徒との指導を分けて行う必要性を指摘されている。
・産業構造の変化に伴い、軽度知的障がいのある生徒の就労先として増加傾向にある非製造業に対応した職業教育を実施する環境が求められている。

　  ・岐阜城北高等学校旧藍川校舎を使用するには、配管、防水等の老朽化対策や耐震補強改修などが必要である。

・設計業者による調査の結果、想定以上の老朽化が判明し、概算見積以上の新たな工事が必要になった。また、予期できない物価上昇に伴い、概算見積時と比較して資材や労務費単価が上昇している。

平成27年度9月補正要求額　48,299千円
平成28年度分事業費の増　 193,788千円

（債務負担限度額1,112,000千円→1,306,000千円）

（２）事業内容

  ・岐阜高等特別支援学校（仮称）の整備

　　平成29年4月開校に向け、耐震補強工事を含む改修工事を行う。　

・整備予定地：岐阜市芥見南山３丁目11番１号

(岐阜城北高等学校旧藍川校舎)

・生徒数見込み：144人（18学級）

・整備内容：<建物>本館棟、特別教室棟、体育館、武道場、倉庫棟などの
改修　　　　　　

<土地>：約46,826㎡

・整備スケジュール

　　　　平成26年度：実施設計（耐震補強計画、外構設計を含む）
　　　　平成27～28年度：校舎等耐震補強・改修工事
　　　　平成28年12月：校舎竣工

　　　　平成29年4月：開校
（３）県負担・補助率の考え方

　　　・県立学校のため県負担、ただし学校整備費国庫補助金を活用
（４）類似事業の有無
　　　無
　　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	工事請負費
	48,440
	物価上昇・実施設計の結果に伴い建設工事費を増額

	委託料
	　　△238
	工事監理委託料の減

	事務費
	　     97
	工事請負費に関する事務費

	合計
	48,299
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・「子どもかがやきプラン」（平成18年３月策定、平成21年３月改訂）の特別支援学校整備スケジュールに位置付けられている。
（２）他県の状況

　　・28都道府県で85校の高等特別支援学校が整備されている。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　岐阜城北高等学校旧藍川校舎を改修し、軽度知的障がいのある生徒を対象とした高等特別支援学校を平成２９年４月に開校し、職業教育を主とする専門学科での教育を行います。　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	生徒数　144人

	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　平成２９年４月開校を目標の達成とする



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）地盤調査
　　・平成26年5月23日～平成26年7月31日

（２）実施設計

　　・平成26年7月4日～平成27年1月末予定


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　地盤調査及び既存校舎の耐震や老朽化の調査完了後、実施設計に着手した。（平成27年1月末完了予定）
　平成27年度は、校舎等の耐震補強工事及び改修工事に着工し、計画どおり工事を進めることにより、平成29年4月開校が可能となる。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	軽度知的障がいのある生徒数の増加と産業構造の変化に伴い、就労先として増加傾向にある非製造業に対応した職業教育を実施する環境が求められている。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○

	軽度知的障がいのある生徒の職業教育に向けた専門教科の研究開発を進めており、今後は、その教育を実践するために必要な施設・設備の整備に向け、耐震補強及び改修工事に着工する予定。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　○

	　関係諸機関との連携及び調整により、効率的に進められている。


（今後の課題）

	・校舎等の改修工事を着実に進めるにあたり、地域住民や関係者等との連携

を密に図りながら、安全かつ確実に事業を推進する必要がある。



（次年度の方向性）
	・平成29年4月開校に向け、平成27年度中に校舎等の耐震補強及び改修工事に着工する必要がある。



